


さらに、平成 31 年４月２日付で御即位当日における祝意奉表について閣議決

定が行われ、皇太子殿下の御即位当日の学校における祝意奉表について、同日付

「御即位当日における祝意奉表について（通知）」（31 受文科総第 53 号）で文部

科学事務次官から通知したところです。 

各学校においては、あらかじめ適宜な方法により、本特例法に基づく天皇陛下

の御退位及び皇太子殿下の御即位について、また､御即位に際し､本休日法の趣

旨を踏まえ､国民こぞって祝意を表する意義について､児童生徒に理解させるよ

うにすることが適当と思われますので、あわせてよろしく御配慮願います。 

ついては、各都道府県教育委員会教育長におかれては、所管の学校及び域内の

市町村教育委員会に対し、各指定都市教育委員会教育長におかれては所管の学

校に対し、各都道府県知事及び構造改革特別区域法第 12 条第 1項の認定を受け

た各地方公共団体の長におかれては、所管の学校及び学校法人等に対し、各国立

大学法人の長におかれては、管下の学校に対し、周知していただくようお願いい

たします。 

 なお、本休日法の制定に伴い、皇太子殿下の御即位当日の５月１日及び即位礼

正殿の儀当日の 10 月 22 日は休日となるとともに、同法及び国民の祝日に関す

る法律（昭和 23 年法律第 178 号）に基づき４月 30 日及び５月２日も休日とな

りますので、念のため申し添えます。 
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天皇の退位等に関する皇室典範特例法（平成 29 年法律第 63 号）抜粋 

 

（趣旨） 

第一条 この法律は、天皇陛下が、昭和六十四年一月七日の御即位以来二十八

年を超える長期にわたり、国事行為のほか、全国各地への御訪問、被災地の

お見舞いをはじめとする象徴としての公的な御活動に精励してこられた中、

八十三歳と御高齢になられ、今後これらの御活動を天皇として自ら続けられ

ることが困難となることを深く案じておられること、これに対し、国民は、

御高齢に至るまでこれらの御活動に精励されている天皇陛下を深く敬愛し、

この天皇陛下のお気持ちを理解し、これに共感していること、さらに、皇嗣

である皇太子殿下は、五十七歳となられ、これまで国事行為の臨時代行等の

御公務に長期にわたり精勤されておられることという現下の状況に鑑み、皇

室典範（昭和二十二年法律第三号）第四条の規定の特例として、天皇陛下の

退位及び皇嗣の即位を実現するとともに、天皇陛下の退位後の地位その他の

退位に伴い必要となる事項を定めるものとする。 

  

別添１ 



 

天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日を休日とする法律 

（平成 30 年法律第 99 号） 

 

天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日は、休日とする。 

附 則 

（施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から施行し、天皇の退位等に関する皇室典範特例

法（平成二十九年法律第六十三号）第二条の規定による天皇の即位に関して適

用する。 

（他の法令の適用） 

第二条 本則の規定により休日となる日は、国民の祝日に関する法律（昭和二十

三年法律第百七十八号）に規定する国民の祝日として、同法第三条第二項及び

第三項の規定の適用があるものとする。 

２ 本則及び前項の規定により休日となる日は、他の法令（国民の祝日に関する

法律を除く。）の規定の適用については、同法に規定する休日とする。 

（この法律の失効） 

第三条 この法律（次項を除く。）は、天皇の退位等に関する皇室典範特例法が

同法附則第二条の規定により効力を失ったときは、その効力を失う。 

２ 前項の場合において必要な経過措置は、政令で定める。 

 

別添２ 









 

天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う国の儀式等の挙行に係る基本方針について 

 

 

平成 30 年４月３日 

閣  議  決  定 

 

天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位が、国民の祝福の中でつつがなく

行われるよう、関連する国の儀式等の準備を総合的かつ計画的に進めるための

基本方針を下記のとおり定める。 

 

記 

 

第１ 各式典の挙行に係る基本的な考え方について 

各式典の挙行については、次の基本的な考え方に基づき、準備を進めるこ

ととする。 

１ 各式典は、憲法の趣旨に沿い、かつ、皇室の伝統等を尊重したものとす

ること 

２ 平成の御代替わりに伴い行われた式典は、現行憲法下において十分な検

討が行われた上で挙行されたものであることから、今回の各式典について

も、基本的な考え方や内容は踏襲されるべきものであること 

 

第２ 各式典の挙行に係る体制について 

各式典の円滑な実施が図られるよう、平成３０年秋を目途とし、各式典の

大綱等を決定するため、内閣に、内閣総理大臣を委員長とする「天皇陛下の

御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典委員会（仮称）」（以下「委員会」

という。）を設置するとともに、各府省の連絡を円滑に行うため、内閣府に、

内閣官房長官を本部長とする「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に

伴う式典実施連絡本部（仮称）」（以下「連絡本部」という。）を設置し、各式

典に係る事務は、委員会及び連絡本部の統括の下に行うものとする。 

 

第３ 天皇陛下御在位三十年記念式典について 

⑴ 天皇陛下御在位三十年を記念し、国民こぞってこれを祝うため、天皇陛

下御在位三十年記念式典を行う。 

⑵ 天皇陛下御在位三十年記念式典は、平成３１年２月２４日に、内閣の行

う行事として、国立劇場において行う。 

⑶ 式典の事務は、内閣府が行う。 

 

（参考） 



第４ 天皇陛下の御退位に伴う式典について 

天皇陛下の御退位に際しては、「退位の礼」として次のとおり退位礼正殿の

儀を行う。 

⑴ 天皇陛下の御退位を広く国民に明らかにするとともに、天皇陛下が御退

位前に最後に国民の代表に会われる儀式として、退位礼正殿の儀を行う。 

⑵ 退位礼正殿の儀は、天皇陛下の御退位の日となる平成３１年４月３０日

に、国事行為である国の儀式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、宮内庁が行う。 

 

第５ 皇太子殿下の御即位に伴う式典について 

皇太子殿下の御即位に際しては、「即位の礼」として１から５までに掲げる

儀式及び６に掲げる行事を行うとともに、文仁親王殿下が皇嗣となられるこ

とに伴い、７に掲げる儀式を行う。 

 

１ 剣璽等承継の儀 

⑴ 御即位に伴い剣璽等を承継される儀式として、剣璽等承継の儀を行

う。 

⑵ 剣璽等承継の儀は、皇太子殿下の御即位の日（５月１日）に、国事行

為である国の儀式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、宮内庁が行う。 

 

２ 即位後朝見の儀 

⑴ 御即位後初めて国民の代表に会われる儀式として、即位後朝見の儀を

行う。 

⑵ 即位後朝見の儀は、剣璽等承継の儀後同日に、国事行為である国の儀

式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、宮内庁が行う。 

 

３ 即位礼正殿の儀 

⑴ 御即位を公に宣明されるとともに、その御即位を内外の代表がことほ

ぐ儀式として、即位礼正殿の儀を行う。 

⑵ 即位礼正殿の儀は、御即位の年の１０月２２日に、国事行為である国

の儀式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、内閣府が行う。 

 

 

 

 



４ 祝賀御列の儀 

⑴ 即位礼正殿の儀終了後、広く国民に御即位を披露され、祝福を受けら

れるための御列として、祝賀御列の儀を行う。 

⑵ 祝賀御列の儀は、即位礼正殿の儀後同日に、国事行為である国の儀式

として、宮殿から皇太子殿下の御在所までの間において行う。 

⑶ 儀式の事務は、内閣府が行う。 

 

５ 饗宴の儀 

⑴ 御即位を披露され、祝福を受けられるための饗宴として、饗宴の儀を

行う。 

⑵ 饗宴の儀は、国事行為である国の儀式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、内閣府が行う。 

 

６ 内閣総理大臣夫妻主催晩餐会 

⑴ 即位礼正殿の儀に参列するため外国から来日いただいた外国元首・祝

賀使節等に日本の伝統文化を披露し、日本の伝統文化への理解を深めて

いただくとともに、来日に謝意を表するための晩餐会として、内閣総理

大臣夫妻主催晩餐会を行う。 

⑵ 晩餐会は、即位礼正殿の儀の翌日に、内閣の行う行事として、東京都

内において行う。 

⑶ 晩餐会の事務は、内閣府が行う。 

 

７ 立皇嗣の礼 

⑴ 文仁親王殿下が皇嗣となられたことを広く国民に明らかにする儀式と

して、立皇嗣の礼を行う。 

⑵ 立皇嗣の礼は、皇太子殿下が御即位された年の翌年に、国事行為であ

る国の儀式として、宮中において行う。 

⑶ 儀式の事務は、宮内庁が行う。 
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学習指導要領（抜粋） 

 

○小学校学習指導要領（平成２０年告示） 

 第２節 社会 

〔第６学年〕 

２ 内 容 

(2) 我が国の政治の働きについて，次のことを調査したり資料を活用した

りして調べ，国民主権と関連付けて政治は国民生活の安定と向上を図る

ために大切な働きをしていること，現在の我が国の民主政治は日本国憲

法の基本的な考え方に基づいていることを考えるようにする。 

ア 国民生活には地方公共団体や国の政治の働きが反映していること。 

イ 日本国憲法は，国家の理想，天皇の地位，国民としての権利及び義

務など国家や国民生活の基本を定めていること。 

３ 内容の取扱い 

(2) 内容の(2)については，次のとおり取り扱うものとする。 

ア 政治の働きと国民生活との関係を具体的に指導する際には、各々の

国民の祝日に関心をもち、その意義を考えさせるよう配慮すること。 

エ イの「天皇の地位」については，日本国憲法に定める天皇の国事に

関する行為など児童に理解しやすい具体的な事項を取り上げ，歴史に

関する学習との関連も図りながら，天皇についての理解と敬愛の念を

深めるようにすること。＜後略＞ 

 

○中学校学習指導要領（平成２０年告示） 

第２節 社会 

第２ 各分野の目標及び内容 

〔公民的分野〕 

２ 内 容 

(3) 私たちと政治 

ア 人間の尊重と日本国憲法の基本的原則 

人間の尊重についての考え方を，基本的人権を中心に深めさせ，法

の意義を理解させるとともに，民主的な社会生活を営むためには，法

に基づく政治が大切であることを理解させ，我が国の政治が日本国憲

法に基づいて行われていることの意義について考えさせる。また，日

本国憲法が基本的人権の尊重，国民主権及び平和主義を基本的原則と

していることについての理解を深め，日本国及び日本国民統合の象徴

としての天皇の地位と天皇の国事に関する行為について理解させる。 

 

※平成２９年告示の新学習指導要領においても、同趣旨の記載あり。 

（参考） 


